
温室効果ガス排出量報告書 2025 

 

ケイアイスター不動産株式会社 

 

 ケイアイスター不動産株式会社（以下、「当社」）は、2024 年度の温室効果ガス排出量に関する

情報の信頼性を確保するため、開示情報の一部について株式会社ＥＳＧコンサルティングによる

第三者保証を受けています。第三者保証を受けた年度データには を付しています。 

 

エネルギー使用量・CO2排出量・原単位 

指標 単位 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

エネルギー使用量 GJ 67,293 81,776 82,586 90,138  

Scope1 排出量 t-CO2 3,416 3,991 4,214 4,666  

Scope2 排出量       

マーケット基準 t-CO2 2,076 2,681 2,553 2,684  

 ロケーション基準 ※参考値 t-CO2 1,989 2,569 2,512 2,539  

Scope1,2 排出量合計 t-CO2 5,491 6,672 6,767 7,350  

- Scope1,2 排出量原単位 t-CO2/棟 1.17 1.11 0.94 0.92  

Scope3 排出量       

カテゴリ１（購入した製品・サービス） t-CO2 143,515 165,016 190,930 204,423  

カテゴリ 11（販売した製品の使用） t-CO2 495,153 636,238 742,235 822,909  

- カテゴリ 11 排出量原単位 t-CO2/棟 105.60 105.85 103.05 102.54  

その他のカテゴリ t-CO2 24,792 27,904 34,137 34,116  

Scope3 排出量合計 t-CO2 663,459 829,158 967,302 1,061,448  

Scope1,2,3 排出量合計 t-CO2 668,950 835,830 974,069 1,068,798  

原単位分母（販売棟数） 棟 4,689 6,011 7,203 8,025  

※2021 年度の数値は 2022 年度実績を基に概算しています。 

 

集計対象範囲 

ケイアイスター不動産株式会社および国内外の連結子会社 24 社すべてを対象としています。

Scope3 排出量は原則全事業を対象としておりますが、カテゴリ１・11 排出量は分譲住宅事業を

対象としています。 

 

報告対象期間 

2024 年度（2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日） 

 

  



算定範囲 

エネルギー使用量は購入した燃料、電気及び熱を対象としています。 

Scope1,2 排出量はエネルギーの使用に伴う CO2 排出量を対象としています。また、営業車両等で

のエネルギー使用に伴う CO2 排出量を集計に含んでいます。 

非エネルギー起源 GHG 排出量は重要性がないことから算定対象に含めていません。 

Scope3 カテゴリ 11 排出量は報告対象期間に引き渡しをした分譲住宅を対象としています。 

 

算定方法、CO2排出係数 

エネルギー使用量は、各燃料使用量に各燃料の単位発熱量（「算定・報告・公表制度における算定

方法・排出係数一覧（令和 6 年 7 月 11 日一部修正）」（環境省）の値を採用）を乗じて算定してい

ます。電力は使用量に 3.6MJ/kWh を乗じて算定しています。 

Scope1,2 排出量は、「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver6.0）」（環境省・経済産業

省）に基づき算定しています。営業車両等に係る Scope1 排出量はガソリン使用量等に基づき算

定しています。 

電力の使用に伴う Scope2 排出量（マーケット基準）は契約する電力会社別に「電気事業者別排

出係数一覧（令和 7 年提出用）」（環境省・経済産業省）の契約メニューの基礎排出係数を使用し、

Scope2 排出量（ロケーション基準）は同係数一覧の全国平均係数を使用しています。 

熱の使用に伴う Scope2 排出量はマーケット基準、ロケーション基準のいずれも「熱供給事業者

別排出係数一覧（令和 7 年提出用）」（環境省・経済産業省）の代替値を使用しています。 

Scope3 排出量は「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライ

ン（Ver2.7）」（環境省・経済産業省）に基づき算定しています。 

Scope3 カテゴリ 11 排出量は、エネルギー消費性能計算プログラムを用いて算出された一次エネ

ルギー消費量を CO2 排出量に換算し算出しています。また、分譲住宅の使用年数は 30 年を想定

しています。 

 

 




